
JP 2020-120177 A 2020.8.6

10

(57)【要約】
【課題】通信品質の低下を抑制することが可能な通信端
末、無線通信制御方法及び無線通信制御プログラムを提
供すること。
【解決手段】通信端末１は、第１通信事業者が運用する
基地局との通信において優先使用される周波数バンドに
関する第１情報と各周波数バンドの信号強度とを取得す
る第１通信部１１と、第２通信事業者が運用する基地局
との通信において優先使用される周波数バンドに関する
第２情報と各周波数バンドの信号強度とを取得する第２
通信部１２と、第１情報から第１周波数バンド及び第２
情報から第２周波数バンドを選択する選択部１３と、第
１周波数バンドの第１信号強度と第２周波数バンドの第
２信号強度と同時通信時の第１受信感度劣化量及び第２
受信感度劣化量とに基づいて、第１周波数バンドによる
通信が第１通信品質を満たし第２周波数バンドによる通
信が第２通信品質を満たすかを判定する判定部１４と、
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第１通信部と、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第２通信部と、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択する選択部と、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１通信部の第１受信感度劣化量及び前記第２通信部の第２受信感
度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信品質を満たし、か
つ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定する判定部と、を備
える通信端末。
【請求項２】
　前記選択部は、前記第１周波数バンドによる通信が前記第１通信品質を満たさない場合
、前記選択された周波数バンドと異なる周波数バンドを前記第１周波数バンドとして選択
し、前記第２周波数バンドによる通信が前記第２通信品質を満たさない場合、前記選択さ
れた周波数バンドと異なる周波数バンドを前記第２周波数バンドとして選択する、請求項
１に記載の通信端末。
【請求項３】
　前記判定部は、前記第１信号強度を前記第１受信感度劣化量に基づいて補正し、前記補
正された第１信号強度が第１閾値以上である場合、前記第１周波数バンドによる通信が第
１通信品質を満たすと判定し、前記第２信号強度を前記第２受信感度劣化量に基づいて補
正し、前記補正された第２信号強度が第２閾値以上である場合、前記第２周波数バンドに
よる通信が第２通信品質を満たすと判定する、請求項１又は２に記載の通信端末。
【請求項４】
　前記判定部は、前記第１信号強度が前記第１受信感度劣化量に応じて設定された第１閾
値以上である場合、前記第１周波数バンドによる通信が前記第１通信品質を満たすと判定
し、前記第２信号強度が前記第２受信感度劣化量に応じて設定された第２閾値以上である
場合、前記第２周波数バンドによる通信が前記第２通信品質を満たすと判定する、請求項
１又は２に記載の通信端末。
【請求項５】
　前記第１受信感度劣化量及び前記第２受信感度劣化量は、前記第１周波数バンド及び前
記第２周波数バンドの組み合わせにより決定される、請求項３又は４に記載の通信端末。
【請求項６】
　前記第１受信感度劣化量及び前記第２受信感度劣化量は、前記第１周波数バンド、前記
第１信号強度、前記第２周波数バンド及び前記第２信号強度の組み合わせにより決定され
る、請求項３～５のいずれか１項に記載の通信端末。
【請求項７】
　前記第１通信部は、前記第１通信事業者が運用する基地局から報知される報知情報から
前記第１情報を取得し、
　前記第２通信部は、前記第２通信事業者が運用する基地局から報知される報知情報から
前記第２情報を取得する、請求項１～６のいずれか１項に記載の通信端末。
【請求項８】
　前記選択部は、前記第１情報に含まれる周波数バンドの前記信号強度に基づいて、前記
第１周波数バンドを選択し、前記第２情報に含まれる周波数バンドの前記信号強度に基づ
いて、前記第２周波数バンドを選択する、請求項１～７のいずれか１項に記載の通信端末
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。
【請求項９】
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
ることと、を含む無線通信制御方法。
【請求項１０】
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
ることと、をコンピュータに実行させる無線通信制御プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、通信端末、無線通信制御方法及び無線通信制御プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　移動局と称される通信端末と、基地局とが通信を行う際、通信対象以外の通信装置から
の電波を受信すると当該電波は通信における干渉となり得るため、通信品質を向上させる
ために干渉を考慮した制御が必要となる。
【０００３】
　特許文献１には、フェムトセル基地局が、マクロセル基地局とマクロセル端末にフェム
トセル基地局が与える干渉の影響を判断してスケジューリングモードを選択することが開
示されている。特許文献２には、通信端末が希望局から受信した受信信号である希望デー
タ信号から干渉レファレンス信号のレプリカ信号を除去することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－２５４３８９号公報
【特許文献２】特開２０１３－１０６２１０号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、現在使用されているスマートフォン等の通信端末には、複数の通信事業者（
キャリア）が運用する無線通信網において通信が可能な複数の通信事業者（キャリア）対
応の通信端末が含まれる。複数の通信事業者対応の通信端末において、複数の通信事業者
が提供する無線通信網の通信が同時に行われると、ある通信事業者の通信が、他の通信事
業者の通信の干渉となり、当該他の通信事業者の通信に影響を及ぼす。そのため、当該通
信端末において、複数の通信事業者が提供する無線通信網における通信が同時に行われる
場合、正常な通信が出来なくなるという問題が発生する。
【０００６】
　具体的には、複数の通信事業者が提供する無線通信網における通信が行われると、通信
端末において、受信感度が大きく劣化し、Registration（位置登録等）/Connection（Ｒ
ＲＣ（Radio Resource Control）接続）が出来ない場合があり得る。もしくは、複数の通
信事業者が提供する無線通信網における通信が行われると、通信端末において、Registra
tion/Connectionが出来たとしても、受信感度が悪いため、少なくとも一方の通信事業者
の通信が切断されるという問題が発生する。
【０００７】
　上記問題は、上記通信端末において、各通信事業者が提供する無線通信網における通信
に使用する周波数バンド（周波数帯）が近ければ近いほど発生する。この場合、通信端末
は、いずれかの通信事業者の通信の確立が出来ず、当該通信事業者の無線通信網に対して
再接続を要求するため、通信確立が完了するまでに時間がかかるという問題にもつながる
。
【０００８】
　ここで、複数の通信事業者の通信が同時に行われた場合に、ある通信事業者の通信によ
る影響を受けないようにするための対策として、各通信事業者の通信に使用される通信回
路にフィルタを挿入することが考えられる。しかしながら、互いの通信回路及び周波数帯
が近い場合、フィルタで急峻に減衰させることが困難であり有効な対策とはならない。
【０００９】
　また、別の対策として、各通信事業者の通信に使用されるアンテナを遠ざけて配置する
ことにより、アンテナ間アイソレーションを改善することも想定される。しかしながら、
通信端末の実装として、通信端末内にアンテナを設ける必要がある場合、アンテナ間アイ
ソレーションが確保できなくなってしまう。
【００１０】
　一方、アンテナを通信端末の外に設けた場合であっても、通信端末が小型であると、各
通信事業者の通信に使用されるアンテナを配置するためのコネクタ、ＲＦ（Radio Freque
ncy）部品、ＲＦ配線、ＲＦケーブル等が近くなってしまう。そのため、アンテナを通信
端末の外に設けた場合であっても、キャリア間のアイソレーションを確保するのが難しい
。
【００１１】
　本開示の目的は、上述した課題を解決するためになされたものであり、通信品質の低下
を抑制することが可能な通信端末、無線通信制御方法及び無線通信制御プログラムを提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本開示にかかる通信端末は、
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第１通信部と、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
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る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第２通信部と、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択する選択部と、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１通信部の第１受信感度劣化量及び前記第２通信部の第２受信感
度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信品質を満たし、か
つ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定する判定部と、を備
える通信端末である。
【００１３】
　本開示にかかる無線通信制御方法は、
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
ることと、を含む無線通信制御方法である。
【００１４】
　本開示にかかる無線通信制御プログラムは、
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
ることと、をコンピュータに実行させる無線通信制御プログラムである。
【発明の効果】
【００１５】
　本開示によれば、通信品質の低下を抑制することが可能な通信端末、無線通信制御方法
及び無線通信制御プログラムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施の形態１にかかる通信端末の構成例を示すブロック図である。
【図２】実施の形態２にかかる無線通信システムの構成例を示す図である。
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【図３】２つの通信部が同時に通信を行うことにより受信感度が劣化することについて説
明するための図である。
【図４】２つの通信部が同時に通信を行うことにより受信感度が劣化することについて説
明するための図である。
【図５】受信感度劣化量情報テーブルの一例を示す図である。
【図６】ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの一例を示す図である。
【図７】実施の形態２にかかる通信端末の動作例を示すフローチャートである。
【図８】実施の形態２の変形例にかかるＲＳＲＰ閾値情報テーブルの一例を示す図である
。
【図９】実施の形態２の変形例にかかる受信感度劣化量情報テーブルの一例を示す図であ
る。
【図１０】本開示の各実施の形態にかかる通信端末等を実現可能な、コンピュータ（情報
処理装置）のハードウェア構成を例示するブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を参照して本開示の実施の形態について説明する。なお、以下の記載及び図
面は、説明の明確化のため、適宜、省略及び簡略化がなされている。また、以下の各図面
において、同一の要素には同一の符号が付されており、必要に応じて重複説明は省略され
ている。
【００１８】
（実施の形態１）
　図１を用いて実施の形態１について説明する。図１は、実施の形態１にかかる通信端末
の構成例を示すブロック図である。通信端末１は、複数の通信事業者対応の通信端末であ
る。通信端末１は、例えば、携帯電話端末、スマートフォン端末、タブレット型端末、モ
バイルルータ、パーソナルコンピュータ装置等であってもよい。通信端末１は、第１通信
部１１と、第２通信部１２と、選択部１３と、判定部１４とを備える。
【００１９】
　第１通信部１１は、第１通信事業者が運用する基地局（不図示）との通信において優先
使用される周波数バンドに関する第１情報を取得する。また、第１通信部１１は、当該第
１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号強度を取得する。
【００２０】
　周波数バンドは、周波数帯を示す情報であり、例えば、3GPP(Third Generation Partne
rship Project) TS25.101に規定されているOperating Bandであってもよい。また、優先
使用される周波数バンドは、第１通信事業者に割り当てられた周波数帯のうち、第１通信
事業者が運用する無線通信網における通信において優先的に使用される周波数バンドであ
る。
【００２１】
　第２通信部１２は、第２通信事業者が運用する基地局（不図示）との通信において優先
使用される周波数バンドに関する第２情報を取得する。また、第２通信部１２は、当該第
２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号強度を取得する。
【００２２】
　優先使用される周波数バンドは、第２通信事業者に割り当てられた周波数帯のうち、第
２通信事業者が運用する無線通信網における通信において優先的に使用される周波数バン
ドである。
【００２３】
　選択部１３は、第１通信部１１が取得した第１情報から第１周波数バンドを選択し、第
２通信部１２が取得した第２情報から第２周波数バンドを選択する。選択部１３は、第１
通信部１１及び第２通信部１２が取得した各周波数バンドにより送信された無線信号の信
号強度に基づいて、第１周波数バンド及び第２周波数バンドを選択してもよい。もしくは
、選択部１３は、第１通信部１１及び第２通信部１２が取得した各周波数バンドの優先度
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に基づいて、第１周波数バンド及び第２周波数バンドを選択してもよい。
【００２４】
　判定部１４は、第１周波数バンドの信号強度を示す第１信号強度と、第２周波数バンド
の信号強度を示す第２信号強度と、第１周波数バンド及び第２周波数バンドによる同時通
信時の受信感度劣化量とに基づいて、所望する通信品質を満たすか判定する。
【００２５】
　具体的には、判定部１４は、第１信号強度と、第２信号強度と、第１周波数バンド及び
第２周波数バンドによる同時通信時の第１通信部の第１受信感度劣化量及び第２通信部の
第２受信感度劣化量とに基づいて、所望する通信品質を満たすか判定する。判定部１４は
、第１信号強度と、第２信号強度と、第１受信感度劣化量及び第２受信感度劣化量とに基
づいて、第１周波数バンドによる通信が第１通信品質を満たし、かつ第２周波数バンドに
よる通信が第２通信品質を満たすかを判定する。
【００２６】
　第１受信感度劣化量は、第１通信部の受信感度劣化量であって、第１信号強度に対する
受信感度劣化量である。第２受信感度劣化量は、第２通信部の受信感度劣化量であって、
第２信号強度に対する受信感度劣化量である。
【００２７】
　第１受信感度劣化量は、第２通信部１２の通信が第１通信部１１の通信に与える干渉量
及び第２通信部１２の無線信号が入力されてブロッキングが発生したことによる第１通信
部１１の信号レベルの劣化量を含む。ブロッキングは、第１通信部１１に第２通信部１２
の無線信号が入力されてＡＭＰ（Amplifier）が飽和して第１通信部１１の信号レベルが
劣化することをいう。
【００２８】
　第２受信感度劣化量は、第１通信部１１の通信が第２通信部１２の通信に与える干渉量
及び第１通信部１１の無線信号が入力されてブロッキングが発生したことによる第２通信
部１２の信号レベルの低下量を含む。
【００２９】
　実施の形態１にかかる通信端末１は、上記構成を有するので、第１受信感度劣化量及び
第２受信感度劣化量に基づいて、第１周波数バンドによる通信が第１通信品質を満たし、
かつ第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすことを予め判定できる。すなわ
ち、実施の形態１にかかる通信端末１によれば、通信を行う前に、ある通信事業者の通信
が他の通信事業者の通信に与える干渉量等を含む受信感度劣化量を考慮して、所望する通
信品質を満たしているか否かを予め判定することが可能となる。したがって、実施の形態
１にかかる通信端末１によれば、通信品質の低下を抑制することが可能となる。
【００３０】
（実施の形態２）
　続いて、実施の形態２について説明する。実施の形態２は、実施の形態１を詳細にした
実施の形態である。
【００３１】
　＜無線通信システムの構成例＞
　図２を用いて、実施の形態２にかかる無線通信システム１００の構成例について説明す
る。図２は、実施の形態２にかかる無線通信システムの構成例を示す図である。図２に示
すように、無線通信システム１００は、通信端末２０と、基地局３０と、基地局４０とを
備える。
【００３２】
　通信端末２０は、実施の形態１にかかる通信端末１に対応する。通信端末２０は、２つ
の通信事業者が運用する無線通信網における通信に対応する通信端末である。通信端末２
０は、例えば、２つの通信事業者が提供するＬＴＥ（Long Term Evolution）通信に対応
する通信端末である。以降の説明では、２つの通信事業者は、ＬＴＥ１及びＬＴＥ２であ
るとして記載する。なお、本実施の形態では、通信端末２０は、通信方式がＬＴＥに対応
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する通信端末として記載をするが、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅに対応する通信端末であって
もよいし、他の通信方式に対応してもよい。また、通信端末２０は、３つ以上の通信事業
者が提供するＬＴＥ通信に対応する通信端末であってもよい。
【００３３】
　基地局３０は、通信事業者ＬＴＥ１が運用する無線通信網に設けられた基地局であって
、３ＧＰＰにおいて規定されている無線基地局である。基地局３０は、例えば、ＬＴＥ通
信が可能であり、ｅＮｏｄｅＢ又はｅＮＢと称されてもよい。基地局３０は、通信端末２
０が通信を行うために必要な各種情報を含む報知情報を報知する。報知情報には、ＬＴＥ
１に割り当てられた周波数バンド（周波数帯）のうち、通信端末２０が基地局３０との通
信において優先的に使用する周波数バンドに関する情報が含まれる。
【００３４】
　なお、図２において、無線通信システム１００は、１つの基地局３０を備える構成とし
て記載されているが、複数の基地局３０を備える構成であってもよい。つまり、通信端末
２０は、複数の基地局３０から報知情報を受信し、ＬＴＥ１が運用する無線通信網におい
て優先的に使用される周波数バンドに関する情報を取得してもよい。
【００３５】
　基地局４０は、通信事業者ＬＴＥ２が運用する無線通信網に設けられた基地局であって
、３ＧＰＰにおいて規定されている無線基地局である。基地局４０は、例えば、ＬＴＥ通
信が可能であり、ｅＮｏｄｅＢ又はｅＮＢと称されてもよい。基地局４０は、通信端末２
０が通信を行うために必要な各種情報を含む報知情報を報知する。報知情報には、ＬＴＥ
２に割り当てられた周波数バンド（周波数帯）のうち、通信端末２０が基地局４０との通
信において優先的に使用する周波数バンドに関する情報が含まれる。
【００３６】
　なお、図２において、無線通信システム１００は、１つの基地局４０を備える構成とし
て記載されているが、複数の基地局４０を備える構成であってもよい。つまり、通信端末
２０は、複数の基地局４０から報知情報を受信し、ＬＴＥ２が運用する無線通信網におい
て優先的に使用される周波数バンドに関する情報を取得してもよい。
【００３７】
　＜通信端末の構成例＞
　次に、図３を用いて、通信端末２０の構成例について説明する。図３は、実施の形態２
にかかる通信端末の構成例を示す図である。通信端末２０は、通信部２１と、通信部２２
と、制御部２３と、記憶部２４とを備える。
【００３８】
　通信部２１は、実施の形態１にかかる第１通信部１１に対応する。通信部２１は、通信
事業者ＬＴＥ１が運用する基地局３０と接続及び通信が可能に構成されている。通信部２
１は、基地局３０から報知される報知情報を受信し、報知情報から基地局３０との通信に
おいて優先使用される周波数バンドに関する情報を取得する。通信部２１は、優先バンド
情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号強度を示すＲＳＲＰ（Re
ference Signal Received Power）を測定して取得する。なお、以降の説明において、通
信部２１が受信した優先使用される周波数バンドに関する情報をＬＴＥ１優先バンド情報
と称して記載することがある。
【００３９】
　通信部２１は、アンテナ部２１１と、無線部２１２とを含む。
　アンテナ部２１１は、無線信号の送受信を行うアンテナである。アンテナ部２１１は、
基地局３０から報知される報知情報を受信する。
【００４０】
　無線部２１２は、ベースバンド信号を変調し、アンテナ部２１１を介して変調した送信
信号を基地局３０に送信する。また、無線部２１２は、アンテナ部２１１が受信した受信
信号をベースバンド信号に復調する。
【００４１】
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　無線部２１２は、アンテナ部２１１を介して受信した無線信号（受信信号）をベースバ
ンド信号に復調する。無線部２１２は、基地局３０から報知された報知情報に含まれるＬ
ＴＥ１優先バンド情報を取得して制御部２３に出力する。無線部２１２は、基地局３０か
ら報知された報知情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号のＲＳＲＰを
測定し、測定結果を制御部２３に出力する。
【００４２】
　通信部２２は、実施の形態１にかかる第２通信部１２に対応する。通信部２２は、通信
事業者ＬＴＥ２が運用する基地局４０と接続及び通信が可能に構成されている。通信部２
２は、基地局４０から報知される報知情報を受信し、報知情報から基地局４０との通信に
おいて優先使用される周波数バンドに関する情報を取得する。通信部２２は、優先バンド
情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号強度を示すＲＳＲＰを測
定して取得する。なお、以降の説明において、通信部２２が受信した優先使用される周波
数バンドに関する情報をＬＴＥ２優先バンド情報と称して記載することがある。
【００４３】
　通信部２２は、アンテナ部２２１と、無線部２２２とを含む。
　アンテナ部２２１は、無線信号の送受信を行うアンテナである。アンテナ部２２１は、
基地局４０から報知される報知情報を受信する。
【００４４】
　無線部２２２は、ベースバンド信号を変調し、アンテナ部２２１を介して変調した送信
信号を基地局４０に送信する。また、無線部２２２は、アンテナ部２２１が受信した受信
信号をベースバンド信号に復調する。
【００４５】
　無線部２２２は、アンテナ部２２１を介して受信した無線信号（受信信号）をベースバ
ンド信号に復調する。無線部２２２は、基地局４０から報知された報知情報に含まれるＬ
ＴＥ２優先バンド情報を取得して制御部２３に出力する。無線部２２２は、基地局４０か
ら報知された報知情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号のＲＳＲＰを
測定し、測定結果を制御部２３に出力する。
【００４６】
　制御部２３は、通信端末２０の各種制御を行う制御部である。制御部２３は、選択部２
３１と、判定部２３２と、通信制御部２３３とを備える。
【００４７】
　選択部２３１は、実施の形態１にかかる選択部１３に対応する。選択部２３１は、通信
部２１（無線部２１２）が取得した各周波数バンドのＲＳＲＰに基づいてＬＴＥ１優先バ
ンド情報に含まれる周波数バンドから周波数バンドを１つ選択する。
【００４８】
　具体的には、選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる周波数バンドのうち
、選択されていない周波数バンドの中からＲＳＲＰが最も高い周波数バンドを選択する。
なお、以降の説明において、ＬＴＥ１優先バンド情報から選択された周波数バンドをＬＴ
Ｅ１周波数バンドとして記載することがある。
【００４９】
　また、選択部２３１は、無線部２２２が取得した各周波数バンドのＲＳＲＰに基づいて
ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる周波数バンドから周波数バンドを１つ選択する。
【００５０】
　具体的には、選択部２３１は、ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる周波数バンドのうち
、選択されていない周波数バンドの中からＲＳＲＰが最も高い周波数バンドを選択する。
なお、以降の説明において、ＬＴＥ２優先バンド情報から選択された周波数バンドをＬＴ
Ｅ２周波数バンドとして記載することがある。
【００５１】
　判定部２３２は、実施の形態１にかかる判定部１４に対応する。判定部２３２は、受信
感度劣化量情報テーブルＴ１に基づいて、ＬＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バン
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ドによる同時通信時の通信部２１及び通信部２２のそれぞれの受信感度劣化量を決定する
。受信感度劣化量情報テーブルＴ１は、後述する記憶部２４に記憶される情報であって、
通信部２１が測定したＲＳＲＰに対する受信感度劣化量と、通信部２２が測定したＲＳＲ
Ｐに対する受信感度劣化量とを決定するための情報である。
【００５２】
　ここで、図３～図５を用いて、通信部２１及び通信部２２が同時に通信を行うことによ
り受信感度が劣化することについて説明し、受信感度劣化量情報テーブルＴ１について説
明する。図３及び図４は、２つの通信部が同時に通信を行うことにより受信感度が劣化す
ることについて説明するための図である。
【００５３】
　まず、図３について説明する。図３は、通信部２１の信号レベルとノイズレベルの関係
を示す図であり、図３の縦軸はレベル［ｄＢｍ］を示している。なお、図３は、通信部２
２においても同様の特性となるため説明を割愛する。
【００５４】
　実線は、通信部２１の受信信号の信号レベル（信号強度）を示しており、三点鎖線は、
通信部２２が動作していない場合（ＯＦＦ時）の通信部２１のノイズレベルを示している
。信号レベルとノイズレベルとの差分は、Ｓ／Ｎ比（ＳＩＮＲ：Signal to Interference
 plus Noise power Ratio）である。
【００５５】
　点線は、通信部２２が動作している場合（ＯＮ時）の通信部２１のノイズレベルを示し
ており、通信部２２が動作していない場合と比較すると、通信部２１のノイズレベルが上
昇する。つまり、通信部２１は、通信部２２が動作すると、通信部２２の信号が干渉とな
り、通信部２１のノイズレベルが上昇する。ノイズレベルが上昇すると、信号レベルとの
差分は小さくなるのでＳ／Ｎ比は低下する。このように、通信部２１と通信部２２とが同
時に通信を行うと、通信部２２における通信が、通信部２１における通信に対する干渉と
なり、通信部２１の受信感度が劣化する。
【００５６】
　次に、図４について説明する。図４は、通信部２１の信号レベルとノイズレベルの関係
を示す図であり、図４の縦軸はレベル［ｄＢｍ］を示している。なお、図４は、通信部２
２においても同様の特性となるため説明を割愛する。
【００５７】
　実線は、通信部２２が動作していない場合（ＯＦＦ時）の通信部２１の受信信号の信号
レベル（信号強度）を示しており、点線は、通信部２２が動作している場合（ＯＦＦ時）
の通信部２１の受信信号の信号レベル（信号強度）を示している。また、三点鎖線は、通
信部２１のノイズレベルを示している。図３と同様に、信号レベルとノイズレベルとの差
分は、Ｓ／Ｎ比（ＳＩＮＲ）である。
【００５８】
　通信部２１の信号レベルは、通信部２２が動作すると（通信部２２がＯＮとなると）、
通信部２２の無線信号によりブロッキングが発生するため低下する。ブロッキングは、通
信部２１に通信部２２の無線信号が入力されてＡＭＰが飽和して通信部２１の信号レベル
が劣化することをいう。
【００５９】
　信号レベルが低下すると、ノイズレベルとの差分は小さくなるのでＳ／Ｎ比は低下する
。このように、通信部２１と通信部２２とが同時に通信を行うと、通信部２２の無線信号
によりブロッキングが発生して通信部２１における信号レベルが低下し、通信部２１の受
信感度が劣化する。
【００６０】
　そこで、本実施の形態では、図３及び図４により説明した、通信部２１及び通信部２２
が同時に通信を行うことにより劣化する受信感度の値の両方を含む受信感度の劣化量を予
め測定して受信感度劣化量情報テーブルＴ１に登録しておく。そして、判定部２３２は、
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受信感度劣化量情報テーブルＴ１に基づいて、通信部２１及び通信部２２のそれぞれの受
信感度劣化量を決定する。
【００６１】
　次に、図５を用いて、受信感度劣化量情報テーブルＴ１の一例について説明する。図５
は、受信感度劣化量情報テーブルの一例を示す図である。受信感度劣化量情報テーブルＴ
１は、通信部２１及び通信部２２が同時に通信を行った場合の通信部２１及び通信部２２
のそれぞれの受信感度劣化量が登録されたテーブルである。
【００６２】
　受信感度劣化量情報テーブルＴ１には、左から順に、バンド（ＬＴＥ１）、ＲＳＲＰ（
ＬＴＥ１）、バンド（ＬＴＥ２）、ＲＳＲＰ（ＬＴＥ２）、劣化量（ＬＴＥ１）、劣化量
（ＬＴＥ２）が設定される。
【００６３】
　バンド（ＬＴＥ１）には、ＬＴＥ１優先バンド情報に設定され得る候補となる周波数バ
ンドが設定される。
　ＲＳＲＰ（ＬＴＥ１）には、ＬＴＥ１優先バンド情報に設定され得る候補となる各周波
数バンドについて、通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量を決定するための条件と
なるＲＳＲＰが設定される。本実施の形態では、ＲＳＲＰ（ＬＴＥ１）には、条件となる
ＲＳＲＰは所定の範囲を含むように設定される。
【００６４】
　バンド（ＬＴＥ２）には、ＬＴＥ２優先バンド情報に設定され得る候補となる周波数バ
ンドが設定される。
　ＲＳＲＰ（ＬＴＥ２）には、ＬＴＥ２優先バンド情報に設定され得る候補となる各周波
数バンドについて、通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量を決定するための条件と
なるＲＳＲＰが設定される。本実施の形態では、ＲＳＲＰ（ＬＴＥ２）には、条件となる
ＲＳＲＰは所定の範囲を含むように設定される。
【００６５】
　劣化量（ＬＴＥ１）には、通信部２１及び通信部２２による同時通信が行われた場合の
通信部２１の受信感度劣化量が設定される。換言すると、劣化量（ＬＴＥ１）には、ＬＴ
Ｅ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる同時通信を行った場合の通信部２１の
受信感度劣化量が設定される。通信部２１の受信感度劣化量は、ＬＴＥ１周波数バンドと
、当該周波数バンドのＲＳＲＰと、ＬＴＥ２周波数バンドと、当該周波数バンドのＲＳＲ
Ｐとの組み合わせにより決定される。
【００６６】
　劣化量（ＬＴＥ２）には、通信部２１及び通信部２２による同時通信が行われた場合の
通信部２２の受信感度劣化量が設定される。換言すると、劣化量（ＬＴＥ２）には、ＬＴ
Ｅ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる同時通信を行った場合の通信部２２の
受信感度劣化量が設定される。通信部２２の受信感度劣化量は、ＬＴＥ１周波数バンドと
、当該周波数バンドのＲＳＲＰと、ＬＴＥ２周波数バンドと、当該周波数バンドのＲＳＲ
Ｐとの組み合わせにより決定される。
【００６７】
　例えば、選択部２３１がＬＴＥ１周波数バンドとして周波数バンドＡを選択して、周波
数バンドＡのＲＳＲＰが△△～□□の間のＸ［ｄＢｍ］であったとする。また、選択部２
３１がＬＴＥ２周波数バンドとして周波数バンドｂを選択して、周波数バンドｂのＲＳＲ
Ｐが▲▲～■■の間のＹ［ｄＢｍ］であったとする。この場合、判定部２３２は、通信部
２１の受信感度劣化量をＢＦ［ｄＢ］と決定し、通信部２２の受信感度劣化量をｂｆ［ｄ
Ｂ］と決定する。
【００６８】
　図２に戻り、判定部２３２の構成例の説明を続ける。判定部２３２は、通信部２１の受
信感度劣化量を決定すると、選択部２３１がＬＴＥ１優先バンド情報から選択したＬＴＥ
１周波数バンドのＲＳＲＰを、決定した通信部２１の受信感度劣化量に基づいて補正する
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。また、判定部２３２は、通信部２２の受信感度劣化量を決定すると、選択部２３１がＬ
ＴＥ２優先バンド情報から選択したＬＴＥ２周波数バンドのＲＳＲＰを、決定した通信部
２２の受信感度劣化量に基づいて補正する。
【００６９】
　ＬＴＥ１周波数バンドとして選択した周波数バンドＡについて、補正後のＲＳＲＰを「
ＬＴＥ１ＢａｎｄＡ受信品質（ＲＳＲＰ）」とすると、判定部２３２は、以下の式（１）
を用いて、周波数バンドＡのＲＳＲＰを補正する。
　ＬＴＥ１ＢａｎｄＡ受信品質（ＲＳＲＰ）＝Ｘ－ＢＦ　　　…（１）
【００７０】
　ＬＴＥ２周波数バンドとして選択した周波数バンドｂについて、補正後のＲＳＲＰを「
ＬＴＥ２Ｂａｎｄｂ受信品質（ＲＳＲＰ）」とすると、判定部２３２は、以下の式（２）
を用いて、周波数バンドｂのＲＳＲＰを補正する。
　ＬＴＥ２Ｂａｎｄｂ受信品質（ＲＳＲＰ）＝Ｙ－ｂｆ　　　…（２）
【００７１】
　そして、判定部２３２は、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信が予め登録された通信品質
（ＬＴＥ１用通信品質）を満たし、かつＬＴＥ２周波数バンドによる通信が予め登録され
た通信品質（ＬＴＥ２用通信品質）を満たすかを判定する。
【００７２】
　具体的には、判定部２３２は、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２を用いて、式（１）によ
り算出された補正後のＲＳＲＰが予め登録された閾値以上であり、かつ式（２）により算
出された補正後のＲＳＲＰが予め登録された閾値以上であるかを判定する。
【００７３】
　判定部２３２は、式（１）により算出された補正後のＲＳＲＰが予め登録された閾値（
ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値）以上である場合、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信が予め登録
された通信品質（ＬＴＥ１用通信品質）を満たすと判定する。
【００７４】
　判定部２３２は、式（２）により算出された補正後のＲＳＲＰが予め登録された閾値（
ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ閾値）以上である場合、ＬＴＥ２周波数バンドによる通信が予め登録
された通信品質（ＬＴＥ２用通信品質）を満たすと判定する。
【００７５】
　ここで、図６を用いて、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２の一例について説明する。図６
は、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの一例を示す図である。ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２は
、選択部２３１が選択した周波数バンドによる通信が、安定した通信であるか否かを判定
するためのＲＳＲＰ閾値が設定されたテーブルである。ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２は
、ＬＴＥ１用通信品質を満たすか否かを判定するためのＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ１用ＲＳＲ
Ｐ閾値）及びＬＴＥ２用通信品質を満たすか否かを判定するためのＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ
２用ＲＳＲＰ閾値）が設定されたテーブルである。
【００７６】
　ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２には、左から順に、通信事業者、バンド、ＲＳＲＰ閾値
が設定される。
　通信事業者には、ＲＳＲＰ閾値を求める通信事業者が設定され、ＬＴＥ１又はＬＴＥ２
が設定される。ＬＴＥ１が設定された場合、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの当該行のＲＳＲ
Ｐ閾値は、ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値であることを示している。ＬＴＥ２が設定された場合
、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの当該行のＲＳＲＰ閾値は、ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ閾値である
ことを示している。
【００７７】
　バンドには、ＬＴＥ１優先バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報に設定され得る各周
波数バンドが設定される。例えば、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２において、通信事業者
にＬＴＥ１が設定され、バンドにＡが設定された行のＲＳＲＰ閾値は、ＬＴＥ１用ＲＳＲ
Ｐ閾値であって、周波数バンドＡのＲＳＲＰ閾値が設定されることを示している。
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【００７８】
　ＲＳＲＰ閾値には、安定した通信であるか否かを判定するためのＲＳＲＰの閾値が設定
される。通信事業者がＬＴＥ１である場合、ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値であり、通信事業者
がＬＴＥ２である場合、ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ閾値である。ＲＳＲＰ閾値は、通信事業者と
、周波数バンドとの組み合わせにより決定される閾値である。
【００７９】
　判定部２３２は、式（１）及び式（２）により算出した補正後のＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾
値情報テーブルＴ２に設定された閾値以上であるか否かを判定する。
【００８０】
　例えば、選択部２３１がＬＴＥ１周波数バンドとして周波数バンドＡを選択し、ＬＴＥ
２周波数バンドとして周波数バンドｂを選択したとする。ＬＴＥ１ＢａｎｄＡ受信品質（
ＲＳＲＰ）がＸ－ＢＦであり、ＬＴＥ２Ｂａｎｄｂ受信品質（ＲＳＲＰ）がＹ－ｂｆであ
ったとする。
【００８１】
　判定部２３２は、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２から、通信事業者がＬＴＥ１、バンド
がＡとして設定されている行のＲＳＲＰ閾値を取得する。判定部２３２は、Ｘ－ＢＦが取
得したＲＳＲＰ（－１２７ｄＢｍ）以上であるか否かを判定する。
【００８２】
　判定部２３２は、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２から、通信事業者がＬＴＥ２、バンド
がｂとして設定されている行のＲＳＲＰ閾値を取得する。判定部２３２は、Ｙ－ｂｆが、
取得したＲＳＲＰ（－１２４ｄＢｍ）以上であるか否かを判定する。
【００８３】
　Ｘ－ＢＦが－１２７ｄＢｍ以上である場合、判定部２３２は、ＬＴＥ１周波数バンドに
よる通信が予め登録された通信品質（ＬＴＥ１用通信品質）を満たすと判定する。Ｙ－ｂ
ｆが－１２４ｄＢｍ以上である場合、判定部２３２は、ＬＴＥ２周波数バンドによる通信
が予め登録された通信品質（ＬＴＥ２用通信品質）を満たすと判定する。
【００８４】
　一方、Ｘ－ＢＦが－１２７ｄＢｍ未満である場合、判定部２３２は、ＬＴＥ１周波数バ
ンドによる通信が予め登録された通信品質（ＬＴＥ１用通信品質）を満たさないと判定す
る。Ｙ－ｂｆが－１２４ｄＢｍ未満である場合、判定部２３２は、ＬＴＥ２周波数バンド
による通信が予め登録された通信品質（ＬＴＥ２用通信品質）を満たさないと判定する。
【００８５】
　判定部２３２は、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信がＬＴＥ１用通信品質を満たさない
と判定した場合、選択部２３１に、既に選択された周波数バンドと異なる周波数バンドを
選択させる。つまり、選択部２３１は、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信がＬＴＥ１用通
信品質を満たさない場合、ＬＴＥ１優先バンド情報から、既に選択された周波数バンドと
異なる周波数バンドをＬＴＥ１周波数バンドとして選択する。
【００８６】
　判定部２３２は、ＬＴＥ２周波数バンドによる通信がＬＴＥ２用通信品質を満たさない
と判定した場合、選択部２３１に、既に選択された周波数バンドと異なる周波数バンドを
選択させる。つまり、選択部２３１は、ＬＴＥ２周波数バンドによる通信がＬＴＥ２用通
信品質を満たさない場合、ＬＴＥ２優先バンド情報から、既に選択された周波数バンドと
異なる周波数バンドをＬＴＥ２周波数バンドとして選択する。
【００８７】
　選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報から選択された周波数バンドによる通信がＬ
ＴＥ１用通信品質を満たし、かつＬＴＥ２優先バンド情報から選択された周波数バンドに
よる通信がＬＴＥ２用通信品質を満たすまで周波数バンドの選択を繰り返す。
【００８８】
　通信制御部２３３は、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信がＬＴＥ１用通信品質を満たし
、かつＬＴＥ２周波数バンドによる通信がＬＴＥ２用通信品質を満たした場合、ＬＴＥ１
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周波数バンドを通信部２１に設定し、ＬＴＥ２周波数バンドを通信部２２に設定する。つ
まり、通信制御部２３３は、ＬＴＥ１周波数バンドによる通信がＬＴＥ１用通信品質を満
たし、かつＬＴＥ２周波数バンドによる通信がＬＴＥ２用通信品質を満たした場合、ＬＴ
Ｅ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる通信を行うように制御する。
【００８９】
　記憶部２４は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１及びＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２を
記憶する。また、記憶部２４は、通信端末２０が動作するために必要な各種設定情報を記
憶する。
【００９０】
　＜通信端末の動作例＞
　次に、図７を用いて、通信端末２０の動作例について説明する。図７は、実施の形態２
にかかる通信端末の動作例を示すフローチャートである。
【００９１】
　通信端末２０が起動するか又はセルリセレクション（セル再選択）が実行されると（ス
テップＳ１０１）、通信端末２０は、ステップＳ１０２以降の動作を実行する。セルリセ
レクションは、現在接続しているセルから異なるセルを選択するための動作である。
【００９２】
　次に、通信部２１は通信事業者１が運用する基地局３０より報知情報を受信し、通信部
２２は通信事業者２が運用する基地局４０より報知情報を受信する（ステップＳ１０２）
。
【００９３】
　通信部２１（無線部２１２）は、基地局３０から受信した報知情報に含まれるＬＴＥ１
優先バンド情報を取得すると共に、ＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる各周波数バンドに
より送信される無線信号のＲＳＲＰを測定して取得する。無線部２１２は、取得したＬＴ
Ｅ１優先バンド情報及びＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる各周波数バンドのＲＳＲＰを
制御部２３に出力する。
【００９４】
　通信部２２（無線部２２２）は、基地局４０から受信した報知情報に含まれるＬＴＥ２
優先バンド情報を取得すると共に、ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる各周波数バンドに
より送信される無線信号のＲＳＲＰを測定して取得する。無線部２２２は、取得したＬＴ
Ｅ１優先バンド情報及びＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる各周波数バンドのＲＳＲＰを
制御部２３に出力する。
【００９５】
　次に、選択部２３１は、各周波数バンドのＲＳＲＰに基づいて、ＬＴＥ１優先バンド情
報及びＬＴＥ２優先バンド情報のそれぞれから周波数バンドを１つ選択する（ステップＳ
１０３）。
【００９６】
　具体的には、選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる周波数バンドのうち
、ＲＳＲＰが最も大きい値である周波数バンドをＬＴＥ１周波数バンドとして選択する。
選択部２３１は、ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる周波数バンドのうち、ＲＳＲＰが最
も大きい値である周波数バンドをＬＴＥ２周波数バンドとして選択する。
【００９７】
　なお、ＬＴＥ１優先バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報のそれぞれに含まれる周波
数バンドが１つのみであることも想定される。そのため、選択部２３１は、ＬＴＥ１優先
バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報のそれぞれに対して、複数の周波数バンドを含む
かを確認し、複数の周波数バンドを含む場合に、ＲＳＲＰに基づいて周波数バンドを選択
するようにしてもよい。
【００９８】
　次に、判定部２３２は、ＬＴＥ１優先バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報のそれぞ
れから選択された周波数バンドによる同時通信を行った場合の通信部２１及び通信部２２
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の受信感度劣化量を取得（決定）する（ステップＳ１０４）。
【００９９】
　具体的には、判定部２３２は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１と、選択されたＬＴＥ
１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンド及び当該周波数バンドのＲＳＲＰとを用いて通
信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量を決定する。
【０１００】
　次に、判定部２３２は、ステップＳ１０４において取得した通信部２１及び通信部２２
の受信感度劣化量に基づいて、選択された周波数バンドのＲＳＲＰを補正する（ステップ
Ｓ１０５）。
【０１０１】
　具体的には、判定部２３２は、ＬＴＥ１周波数バンドのＲＳＲＰと、取得した通信部２
１の受信感度劣化量と、式（１）とを用いて、ＬＴＥ１周波数バンドのＲＳＲＰを補正す
る。判定部２３２は、ＬＴＥ２周波数バンドのＲＳＲＰと、取得した通信部２２の受信感
度劣化量と、式（２）とを用いて、ＬＴＥ２周波数バンドのＲＳＲＰを補正する。
【０１０２】
　次に、判定部２３２は、ステップＳ１０５において補正したＲＳＲＰが、予め登録され
たＲＳＲＰ閾値以上であるかを判定する（ステップＳ１０６）。具体的には、判定部２３
２は、ＬＴＥ１周波数バンドに対して、補正したＲＳＰＲが、ＲＳＲＰ閾値情報テーブル
Ｔ２の通信事業者がＬＴＥ１であり、選択された周波数バンドに対応するＲＳＲＰ閾値（
ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値）以上であるかを判定する。さらに、判定部２３２は、ＬＴＥ２
周波数バンドに対して、補正したＲＳＰＲが、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ２の通信事業
者がＬＴＥ２であり、選択された周波数バンドに対応するＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ２用ＲＳ
ＲＰ閾値）以上であるかを判定する。
【０１０３】
　ＬＴＥ１周波数バンドの補正したＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値）
以上かつＬＴＥ２周波数バンドの補正したＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ
閾値）以上である場合（ステップＳ１０６のＹＥＳ）、ステップＳ１０８に進む。
【０１０４】
　一方、ＬＴＥ１周波数バンドの補正したＲＳＲＰ及びＬＴＥ２周波数バンドの補正した
ＲＳＲＰの少なくとも一方が、ＲＳＲＰ閾値未満である場合（ステップＳ１０６のＮＯ）
、ステップＳ１０７に進む。
【０１０５】
　ステップＳ１０７において、補正したＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾値未満となった周波数バン
ドについて、選択部２３１は、周波数バンドを変更し（ステップＳ１０７）、ステップＳ
１０４に戻り処理を継続する。
【０１０６】
　ＬＴＥ１周波数バンドの補正したＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値）
未満である場合、選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報において既に選択された周波
数バンドを除いた周波数バンドの中からＲＳＰＲが最も高い周波数バンドを選択する。換
言すると、選択部２３１は、既に選択された周波数バンドと異なる周波数バンドをＬＴＥ
１周波数バンドとしてＬＴＥ１優先バンド情報から選択する。
【０１０７】
　ＬＴＥ２周波数バンドの補正したＲＳＲＰがＲＳＲＰ閾値（ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ閾値）
未満である場合、選択部２３１は、ＬＴＥ２優先バンド情報において既に選択された周波
数バンドを除いた周波数バンドの中からＲＳＰＲが最も高い周波数バンドを選択する。換
言すると、選択部２３１は、既に選択された周波数バンドと異なる周波数バンドをＬＴＥ
２周波数バンドとしてＬＴＥ２優先バンド情報から選択する。
【０１０８】
　判定部２３２がＬＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる同時通信を行っ
た場合に安定して通信することは出来ないと判断した場合、選択部２３１は、次に優先さ
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れる周波数バンドを選択する。そして、選択部２３１及び判定部２３２は、ＬＴＥ１周波
数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる同時通信を行ったとしても安定した通信が可能
であると判定される周波数バンドの組み合わせが見つかるまで、ステップＳ１０４～Ｓ１
０７を繰り返す。
【０１０９】
　ステップＳ１０８において、通信制御部２３３は、現在選択している周波数バンドを通
信部２１及び通信部２２に設定して、レジストレーション（位置登録等）を行い、待ち受
け状態とし（ステップＳ１０８）、処理を終了する。つまり、通信制御部２３３は、ＬＴ
Ｅ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドによる同時通信を行ったとしても安定した通
信が可能であると判定される周波数バンドの組み合わせが見つかったところで、現在選択
している周波数バンドによる通信を行う。通信端末２０は、ＬＴＥ１周波数バンド及びＬ
ＴＥ２周波数バンドによる同時通信を開始し、安定した通信を実現する。
【０１１０】
　以上説明したように、通信部２１は、ＬＴＥ１優先バンド情報と、ＬＴＥ１優先バンド
情報に含まれる各周波数バンドのＲＳＲＰとを取得する。通信部２２は、ＬＴＥ２優先バ
ンド情報と、ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる各周波数バンドのＲＳＲＰとを取得する
。選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報のそれぞれから
周波数バンドを選択する。判定部２３２は、選択された周波数バンドによる同時通信を行
った場合の通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量を決定し、選択された周波数バン
ドのＲＳＲＰを補正する。そして、判定部２３２は、補正したＲＳＲＰとＲＳＲＰ閾値と
を比較することにより、選択された周波数バンドによる通信が予め登録された通信品質を
満たすか否かを予め判定する。すなわち、通信端末２０によれば、通信を行う前に、ある
通信事業者の通信が他の通信事業者の通信に与える干渉量等を含む受信感度劣化量を考慮
して、所望する通信品質を満たしているか否かを予め判定することが可能となる。したが
って、実施の形態２にかかる通信端末２０によれば、通信品質の低下を抑制することが可
能となる。
【０１１１】
　また、選択部２３１及び判定部２３２は、選択された周波数バンドによる通信が所望す
る通信品質を満たさない場合、所望する通信品質を満たすまで異なる周波数バンドの組み
合わせを選択する。つまり、通信端末２０は、ＬＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数
バンドの両方が所望する通信品質を満たすまで通信を行わない。そのため、通信端末２０
によれば、いずれかの通信事業者の通信の確立が出来ず、当該通信事業者の無線通信網に
対して再接続を要求することを抑制するように動作可能となる。したがって、実施の形態
２にかかる通信端末２０によれば、通信確立が完了するまでに時間を短縮することが可能
となる。
【０１１２】
（変形例）
　上述した実施の形態２において、以下のように変形を施してもよい。
　＜１＞実施の形態２では、選択部２３１は、各周波数バンドのＲＳＲＰに基づいて、Ｌ
ＴＥ１優先バンド情報からＬＴＥ１周波数バンドを選択し、ＬＴＥ２優先バンド情報から
ＬＴＥ２周波数バンドを選択することで説明した。しかしながらこれに限られず、選択部
２３１は、各周波数バンドに対して設定された優先度に基づいて、ＬＴＥ１優先バンド情
報からＬＴＥ１周波数バンドを選択し、ＬＴＥ２優先バンド情報からＬＴＥ２周波数バン
ドを選択するようにしてもよい。
【０１１３】
　この場合、記憶部２４は、ＬＴＥ１優先バンド情報に設定され得る各周波数バンドの優
先度を予め記憶し、ＬＴＥ２優先バンド情報に設定され得る各周波数バンドの優先度を予
め記憶してもよい。そして、選択部２３１は、記憶部２４に記憶された各周波数バンドの
優先度に基づいて、ＬＴＥ１優先バンド情報からＬＴＥ１周波数バンドを選択し、ＬＴＥ
２優先バンド情報からＬＴＥ２周波数バンドを選択するようにしてもよい。
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【０１１４】
　もしくは、基地局３０がＬＴＥ１優先バンド情報に各周波数バンドの優先度を含めるよ
うにし、基地局４０がＬＴＥ２優先バンド情報に各周波数バンドの優先度を含めるように
してもよい。そして、選択部２３１は、ＬＴＥ１優先バンド情報に含まれる各周波数バン
ドの優先度に基づいて、ＬＴＥ１優先バンド情報からＬＴＥ１周波数バンドを選択しても
よい。また、選択部２３１は、ＬＴＥ２優先バンド情報に含まれる各周波数バンドの優先
度に基づいて、ＬＴＥ２優先バンド情報からＬＴＥ２周波数バンドを選択してもよい。
【０１１５】
　＜２＞実施の形態２では、記憶部２４は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１を記憶し、
判定部２３２は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１を用いて通信部２１及び通信部２２の
受信感度劣化量を決定した。しかしながらこれに限定されず、受信感度劣化量情報テーブ
ルＴ１に設定された受信感度劣化量がＲＳＲＰ閾値に予め反映させるようにしてもよい。
このようにしても、実施の形態２と同様の効果を得ることができる。
【０１１６】
　この場合、記憶部２４は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１を記憶しなくてよい。判定
部２３２は、上述した式（１）及び式（２）の計算を省略することができる。また、ＲＳ
ＲＰ閾値情報テーブルに設定されるＲＳＲＰ閾値は、実施の形態２において用いた各ＲＳ
ＲＰ閾値に受信感度劣化量情報テーブルＴ１に設定された受信感度劣化量が加算された値
となる。
【０１１７】
　ここで、図８を用いて、本変形例にかかるＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ３の一例につい
て説明する。図８は、実施の形態２の変形例にかかるＲＳＲＰ閾値情報テーブルの一例を
示す図である。
【０１１８】
　図８に示すように、本変形例にかかるＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ３は、左から順に、
通信事業者、バンド、同時通信状況、ＲＳＲＰ閾値が設定される。
【０１１９】
　通信事業者には、ＲＳＲＰ閾値を求める通信事業者が設定され、ＬＴＥ１又はＬＴＥ２
が設定される。ＬＴＥ１が設定された場合、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの当該行のＲＳＲ
Ｐ閾値は、ＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値であることを示している。ＬＴＥ２が設定された場合
、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルの当該行のＲＳＲＰ閾値は、ＬＴＥ２用ＲＳＲＰ閾値である
ことを示している。
【０１２０】
　バンドには、ＬＴＥ１優先バンド情報及びＬＴＥ２優先バンド情報に設定され得る各周
波数バンドが設定される。例えば、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ３において、通信事業者
にＬＴＥ１が設定され、バンドにＡが設定された行のＲＳＲＰ閾値は、ＬＴＥ１用ＲＳＲ
Ｐ閾値であって、周波数バンドＡのＲＳＲＰ閾値が設定されることを示している。
【０１２１】
　同時通信条件には、ＲＳＲＰ閾値を決定するための同時通信条件が設定される。例えば
、ＬＴＥ１周波数バンドがＡ、ＬＴＥ２周波数バンドがｂのＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値を決
定したい場合、通信事業者にＬＴＥ１が設定され、同時通信条件にＬＴＥ２　バンドｂが
設定された行のＲＳＲＰ閾値がＬＴＥ１用ＲＳＲＰ閾値であることを示す。
【０１２２】
　ＲＳＲＰ閾値には、安定した通信であるか否かを判定するためのＲＳＲＰの閾値が設定
される。上述したように、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ３のＲＳＲＰ閾値には、受信感度
劣化量情報テーブルＴ１に設定された受信感度劣化量が反映された値となる。
【０１２３】
　＜３＞上述した実施の形態２では、通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量は、Ｌ
ＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドに加えて、それぞれのＲＳＲＰを組み合わ
せて決定された値として受信感度劣化量情報テーブルＴ１に設定された。しかしながらこ
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れに限定されず、通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量は、ＲＳＲＰを用いずに決
定されるようにしてもよい。すなわち、通信部２１及び通信部２２の受信感度劣化量は、
ＬＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドの組み合わせにより決定された値が受信
感度劣化量情報テーブルに設定されてもよい。このようにしても、実施の形態２と同様の
効果を有することができる。また、このようにすれば、記憶部２４が必要とする記憶領域
の容量を削減することが可能となる。
【０１２４】
　ここで、図９を用いて、本変形例にかかる受信感度劣化量情報テーブルＴ４の一例につ
いて説明する。図９は、実施の形態２の変形例にかかる受信感度劣化量情報テーブルの一
例を示す図である。
【０１２５】
　図９に示すように、本変形例にかかる受信感度劣化量情報テーブルＴ４は、実施の形態
２にかかる受信感度劣化量情報テーブルＴ１のＲＳＲＰ（ＬＴＥ１）及びＲＳＲＰ（ＬＴ
Ｅ２）の列がないテーブルである。本変形例にかかる受信感度劣化量情報テーブルＴ４は
、劣化量（ＬＴＥ１）及び劣化量（ＬＴＥ２）に設定される値が受信感度劣化量情報テー
ブルＴ１の劣化量（ＬＴＥ１）及び劣化量（ＬＴＥ２）と異なる。なお、受信感度劣化量
情報テーブルＴ４に設定される情報は、受信感度劣化量情報テーブルＴ１と同様であるた
め説明を割愛する。
【０１２６】
　＜４＞上述した実施の形態２において、上述した変形例２及び変形例３を組み合わせた
変形例としてもよい。すなわち、変形例３のように通信部２１及び通信部２２の受信感度
劣化量は、ＬＴＥ１周波数バンド及びＬＴＥ２周波数バンドの組み合わせにより決定され
る。そして、記憶部２４は、受信感度劣化量情報テーブルを保持せず、決定される通信部
２１及び通信部２２の受信感度劣化量が、ＲＳＲＰ閾値情報テーブルＴ３のＲＳＲＰ閾値
に反映された値となる。このようにしても、実施の形態２と同様の効果を有することがで
きる。また、このようにすれば、記憶部２４が必要とする記憶領域の容量を削減すること
が可能となる。
【０１２７】
（他の実施の形態）
　上述した実施の形態において説明した通信端末１及び２０（以下、通信端末１等と称す
る）は、次のようなハードウェア構成を有していてもよい。図１０は、本開示の各実施の
形態にかかる通信端末等を実現可能な、コンピュータ（情報処理装置）のハードウェア構
成を例示するブロック図である。
【０１２８】
　図１０を参照すると、通信端末１等は、複数のアンテナ１２０１－１～１２０１－Ｎ、
ネットワーク・インターフェース１２０２、プロセッサ１２０３及びメモリ１２０４を含
む。複数のアンテナ１２０１－１～１２０１－Ｎ及びネットワーク・インターフェース１
２０２は、他の無線通信装置と通信するために使用される。ネットワーク・インターフェ
ース１２０２は、例えば、IEEE（Institute of Electrical and Electronics Engineers
） 802.11 series、IEEE 802.3 series等、及び上述した無線通信方式に準拠したネット
ワークインターフェースカード（NIC）を含んでもよい。
【０１２９】
　プロセッサ１２０３は、メモリ１２０４からソフトウェア（コンピュータプログラム）
を読み出して実行することで、上述の実施形態においてフローチャートを用いて説明され
た通信端末１等の処理を行う。プロセッサ１２０３は、例えば、マイクロプロセッサ、MP
U（Micro Processing Unit）、又はCPU（Central Processing Unit）であってもよい。プ
ロセッサ１２０３は、複数のプロセッサを含んでもよい。
【０１３０】
　メモリ１２０４は、揮発性メモリ及び不揮発性メモリの組み合わせによって構成される
。メモリ１２０４は、プロセッサ１２０３から離れて配置されたストレージを含んでもよ
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い。この場合、プロセッサ１２０３は、図示されていないI/Oインターフェースを介して
メモリ１２０４にアクセスしてもよい。
【０１３１】
　図１０の例では、メモリ１２０４は、ソフトウェアモジュール群を格納するために使用
される。プロセッサ１２０３は、これらのソフトウェアモジュール群をメモリ１２０４か
ら読み出して実行することで、上述の実施形態において説明された通信端末１等の処理を
行うことができる。
【０１３２】
　図１０を用いて説明したように、通信端末１等が有するプロセッサの各々は、図面を用
いて説明されたアルゴリズムをコンピュータに行わせるための命令群を含む１または複数
のプログラムを実行する。
【０１３３】
　上述の例において、プログラムは、様々なタイプの非一時的なコンピュータ可読媒体（
non-transitory computer readable medium）を用いて格納され、コンピュータに供給す
ることができる。非一時的なコンピュータ可読媒体は、様々なタイプの実体のある記録媒
体（tangible storage medium）を含む。非一時的なコンピュータ可読媒体の例は、磁気
記録媒体（例えばフレキシブルディスク、磁気テープ、ハードディスクドライブ）、光磁
気記録媒体（例えば光磁気ディスク）を含む。さらに、非一時的なコンピュータ可読媒体
の例は、ＣＤ－ＲＯＭ（Read Only Memory）、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－Ｒ／Ｗを含む。さらに、
非一時的なコンピュータ可読媒体の例は、半導体メモリを含む。半導体メモリは、例えば
、マスクＲＯＭ、ＰＲＯＭ（Programmable ROM）、ＥＰＲＯＭ（Erasable PROM）、フラ
ッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（Random Access Memory）を含む。また、プログラムは、様々なタ
イプの一時的なコンピュータ可読媒体（transitory computer readable medium）によっ
てコンピュータに供給されてもよい。一時的なコンピュータ可読媒体の例は、電気信号、
光信号、及び電磁波を含む。一時的なコンピュータ可読媒体は、電線及び光ファイバ等の
有線通信路、又は無線通信路を介して、プログラムをコンピュータに供給できる。
【０１３４】
　なお、本開示は上記実施の形態に限られたものではなく、趣旨を逸脱しない範囲で適宜
変更することが可能である。また、本開示は、それぞれの実施の形態を適宜組み合わせて
実施されてもよい。
【０１３５】
　また、上記の実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも記載されうるが、以下
には限られない。
　（付記１）
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第１通信部と、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得する第２通信部と、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択する選択部と、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１通信部の第１受信感度劣化量及び前記第２通信部の第２受信感
度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信品質を満たし、か
つ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定する判定部と、を備
える通信端末。
　（付記２）
　前記選択部は、前記第１周波数バンドによる通信が前記第１通信品質を満たさない場合
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、前記選択された周波数バンドと異なる周波数バンドを前記第１周波数バンドとして選択
し、前記第２周波数バンドによる通信が前記第２通信品質を満たさない場合、前記選択さ
れた周波数バンドと異なる周波数バンドを前記第２周波数バンドとして選択する、付記１
に記載の通信端末。
　（付記３）
　前記判定部は、前記第１信号強度を前記第１受信感度劣化量に基づいて補正し、前記補
正された第１信号強度が第１閾値以上である場合、前記第１周波数バンドによる通信が第
１通信品質を満たすと判定し、前記第２信号強度を前記第２受信感度劣化量に基づいて補
正し、前記補正された第２信号強度が第２閾値以上である場合、前記第２周波数バンドに
よる通信が第２通信品質を満たすと判定する、付記１又は２に記載の通信端末。
　（付記４）
　前記判定部は、前記第１信号強度が前記第１受信感度劣化量に応じて設定された第１閾
値以上である場合、前記第１周波数バンドによる通信が前記第１通信品質を満たすと判定
し、前記第２信号強度が前記第２受信感度劣化量に応じて設定された第２閾値以上である
場合、前記第２周波数バンドによる通信が前記第２通信品質を満たすと判定する、付記１
又は２に記載の通信端末。
　（付記５）
　前記第１受信感度劣化量及び前記第２受信感度劣化量は、前記第１周波数バンド及び前
記第２周波数バンドの組み合わせにより決定される、付記３又は４に記載の通信端末。
　（付記６）
　前記第１受信感度劣化量及び前記第２受信感度劣化量は、前記第１周波数バンド、前記
第１信号強度、前記第２周波数バンド及び前記第２信号強度の組み合わせにより決定され
る、付記３～５のいずれか１項に記載の通信端末。
　（付記７）
　前記第１通信部は、前記第１通信事業者が運用する基地局から報知される報知情報から
前記第１情報を取得し、
　前記第２通信部は、前記第２通信事業者が運用する基地局から報知される報知情報から
前記第２情報を取得する、付記１～６のいずれか１項に記載の通信端末。
　（付記８）
　前記選択部は、前記第１情報に含まれる周波数バンドの前記信号強度に基づいて、前記
第１周波数バンドを選択し、前記第２情報に含まれる周波数バンドの前記信号強度に基づ
いて、前記第２周波数バンドを選択する、付記１～７のいずれか１項に記載の通信端末。
　（付記９）
　前記選択部は、前記第１情報に含まれる周波数バンドの優先度に基づいて、前記第１周
波数バンドを選択し、前記第２情報に含まれる周波数バンドの優先度に基づいて、前記第
２周波数バンドを選択する、付記１～７のいずれか１項に記載の通信端末。
　（付記１０）
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
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　（付記１１）
　第１通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第１情報と、当該第１情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　第２通信事業者が運用する基地局との通信において優先使用される周波数バンドに関す
る第２情報と、当該第２情報に含まれる各周波数バンドにより送信された無線信号の信号
強度と、を取得することと、
　前記第１情報から第１周波数バンドを選択し、前記第２情報から第２周波数バンドを選
択することと、
　前記第１周波数バンドの前記信号強度を示す第１信号強度と、前記第２周波数バンドの
前記信号強度を示す第２信号強度と、前記第１周波数バンド及び前記第２周波数バンドに
よる同時通信時の前記第１信号強度に対する第１受信感度劣化量及び前記第２信号強度に
対する第２受信感度劣化量と、に基づいて、前記第１周波数バンドによる通信が第１通信
品質を満たし、かつ前記第２周波数バンドによる通信が第２通信品質を満たすかを判定す
ることと、をコンピュータに実行させる無線通信制御プログラム。
【符号の説明】
【０１３６】
　１、２０　通信端末
　１１　第１通信部
　１２　第２通信部
　１３、２３１　選択部
　１４、２３２　判定部
　２１、２２　通信部
　２３　制御部
　２４　記憶部
　３０、４０　基地局
　１００　無線通信システム
　２１１、２２１　アンテナ部
　２１２、２２２　無線部
　２３３　通信制御部
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